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１．管内の保税地域の状況

年
指定

保税地域
保税蔵置場 保税工場

総合

保税地域
合 計

平成30年 15
722

（160）
36 1 774

令和元年 15
719

（160）
32 1 767

令和２年 15
703

（160）
29 1 748

令和３年 15
698
（160）

29 1 743

令和４年 15
698
（161）

24 1 738

令和５年 15
694
（163）

22 1 732

・件数は各年1月1日現在
・保税蔵置場の括弧書きは特定保税承認者の届出蔵置場数（内書き）
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２．近年における保税制度の改正（貨物管理関連）

昭和29年～
税関による直接管理
（貨物の搬出入につき税関への届出及び税関職員の立会）

昭和47年～
一部自主管理制度の導入
（取締上支障がないと指定した保税地域は搬出入記帳により届出不要）

平成 ４ 年～
社内管理規定（CP = Compliance-Program）の整備
総合保税地域制度の創設

平成 ６ 年～ 保税上屋と保税倉庫の機能を一本化して保税蔵置場制度を創設

平成 ９ 年～
保税地域における貨物管理に関する手続きの簡素化
（全ての保税地域に記帳義務を課し、貨物の搬出入に係る届出を廃止）

平成17年～
保税地域等に対する処分規定の強化
（指定保税地域の処分規定の新設及び保税蔵置場等の処分規定強化）

平成19年～
特定保税承認制度導入
（コンプライアンスと貨物のセキュリティ管理に優れた倉主に優遇措置）

平成21年～ 保税蔵置場等の許可要件の強化（暴力団の排除）

平成24年～ 保税地域等に対する処分基準の見直し及び関係規定の整備

平成29年～ 保税蔵置場に対する到着時免税店制度の導入

令和 ２ 年～ 保税地域等に対する処分基準の強化(加算点数表の改定)

令和 ３ 年～ 保税地域等の活用に関する制度の整備
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自主管理制度への移行

○昭和２９年

◆税関による直接管理

（貨物の搬出入につき税関への届出及び税関職員の立会）

○昭和４７年

◆一部自主管理制度の導入

（取締上支障がない保税地域は搬出入事績の記帳により届出不要）

○平成９年

◆保税地域における貨物管理に関する手続きの簡素化

（全ての保税地域に記帳義務を課し、貨物の搬出入に係る届出を廃止）

（輸入許可済貨物の管理対象からの除外）

３．自主管理制度
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搬入
（第１号）

搬出
（第７号）

蔵置期間中に事実の発生・行為等が行われた場合

・第２号 取扱い（仕分・内容点検等、簡単な加工等）

・第３号 蔵入承認等

・第４号 輸入許可

・第５号 輸入許可前引取

・第６号 見本の一時持ち出し

記帳義務（関税法第３４条の２）に係る具体的な記帳内容
（関税法施行令第２９条の２第１項）

３．自主管理制度（記帳義務）
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保税蔵置場等



・船舶、航空機の名称、入港年月日や保税運送承認番号の記入漏れ
・過不足をクリーン（過不足なし）で記帳
・貨物を取り違えて記帳 等

● 外国貨物（輸出しようとする貨物を含む）を入れた場合

誤りやすいポイント

３．自主管理制度（記帳義務）
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● 内容点検､改装､仕分けその他の手入れ及び見本の展示､

簡単な加工等（関税法第４０条第１項、第２項）の行為をした場合

・取扱いの事実について記帳漏れ
・仕分後の数量を間違えて記帳

誤りやすいポイント

関税法施行令２９条の２ 第１項 第１号 （搬入）

関税法施行令２９条の２ 第１項 第２号 （貨物の取扱い）



● 置くことの承認又は指定を受けた場合 (関税法第43条の３）

・承認番号の記帳漏れ又は誤り
・承認年月日の記帳漏れ又は誤り

３．自主管理制度（記帳義務）
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誤りやすいポイント

関税法施行令２９条の２ 第１項 第３号 （蔵入れ承認の場合）

● 輸入の許可を受けた場合（関税法第67条）

・許可番号の記帳漏れ又は誤り
・許可年月日を申告年月日で記帳
・輸入許可取消し貨物に係る台帳の未作成（ＮＡＣＣＳの場合）

誤りやすいポイント

関税法施行令２９条の２ 第１項 第４号 (輸入許可の場合）



● 輸入の許可前における貨物の引取り承認を受けた場合
（関税法第73条第１項）

・承認書の番号の記帳漏れ

３．自主管理制度（記帳義務）
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誤りやすいポイント

関税法施行令２９条の２ 第１項 第５号 (輸入許可前引き取り承認）

● 見本の一時持出の許可を受けて外国貨物を見本として一時持出
した場合（関税法第32条）

・持ち出し期間外に持ち出してしまった
・一時持出年月日の記帳漏れ

誤りやすいポイント

関税法施行令２９条の２ 第１項 第６号 (見本の一時持出し）



● 保税地域から外国貨物を搬出した場合
（前号［見本の一時持出］の場合を除く）

・搬出年月日、許可・承認日年月日の記帳漏れ
・積載予定船舶、航空機名、出港年月日の記帳漏れ
・滅却の承認を得ることなく搬出

３．自主管理制度（記帳義務）
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誤りやすいポイント

関税法施行令２９条の２ 第１項 第７号 (搬出）



３．自主管理制度（最近の非違事例／記帳義務）

● 記帳義務 （関税法第３４条の２）

 保税地域（保税工場及び保税展示場を除く。）において
貨物を管理する者は、
その管理する外国貨物又は輸出しようとする貨物について、
帳簿を設け、政令で定める事項を記載しなければならない。

【非違事例】
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記帳義務違反

貨物取扱(仕分け)を行ったが、記帳を怠った

保税台帳未作成(セット方式書類の紛失)

保税台帳未作成(ＮＡＣＣＳ管理資料取得忘れ)

記帳義務違反

(誤搬出)

保税運送未承認貨物を承認貨物と誤認した誤搬出による誤記帳

輸出許可済貨物と許可未済貨物を取り違えて搬出したことによる誤記帳

誤搬出による輸出しようとする貨物の搬入数量の誤記帳

バンニング時の積み残しによる輸出許可済貨物の搬出数量の誤記帳



３．自主管理制度（貨物管理のポイント）

ポイント1⇒関係書類と貨物の対査確認の徹底！
搬入・搬出は、倉主等の自己の責任において行うので
担当者は、確実にこの作業を行う必要がある。

ポイント２⇒不審貨物を発見したら直ちに税関へ通報！
不審貨物、不審な動きをする荷主等、皆さんの経験において
通常ではないと思われるときは、直ちにその内容を税関へ
連絡願います。

ポイント３⇒記帳は確実に！
記帳は、速やかに、確実に行う。

ポイント４⇒関係書類の保存は確実に！
税関の検査で必要な種類は、紛失しないように保管する。
ＣＳＶ形式で保管するときは、必ずバックアップデータ
（コピー）を確保する。
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◎関税法基本通達３４の２‐９（社内管理規定の整備）

（7）評価・監査制度の整備

社内管理規定の諸手続きが厳格に遵守され、かつ、実施されていることを
確認するため、内部監査人による定期的評価・監査制度を制定し、社内管
理規定の実行性の評価改善のための勧告を行う体制を整備する。

なお、内部監査人による評価・監査は、原則として毎年実施し、当該評価・
監査の都度、その結果を税関に提出する。

４．社内管理規定（内部監査）

不適切な処理の
早期発見→改善

未然の事故防止

適正な貨物管理を維持
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12

蔵置場許可に付された条件

 関税法施行令第35条第3項～関税法第42条第1項の規定により、蔵置場の
許可をするに際しては、条件を付することができる。

⇒関税法基本通達第42-11（許可の際に付する条件）

（1）蔵置貨物の種類の変更 ⇒ 事前の税関長への届出

（2）主要な従業者の変更 ⇒ 遅滞なく税関長への届出

（3）保税台帳の保存期間 ⇒ 記載すべき事項が生じた日から起算して
２年を経過する日までの間（保税業務検査を受けた日までの間）

（4）法第43条第3号から第7号に該当 ⇒ 直ちに届出

（5）法第43条の3第1項の蔵入承認を受けた貨物のみを置く施設
⇒ 搬入前に蔵入承認を受けること。

（6）内部監査人による評価・監査を原則、毎年実施し、その結果を
税関に提出すること。

（7）外国貨物の適正な保全を図るため、必要な措置を講じること。

４．社内管理規定（内部監査）



適正な

貨物管理

社内管理
責任体制の

整備

貨物管理
手続体制の

整備

貨物の保全
のための
体制の整備

税関への
通報体制の

整備

教育訓練に
ついての
体制の整備

評価･監査
制度の整備

その他
留意事項

社内管理規定（ＣＰ）
（コンプライアンス･プログラム）
【関税法基本通達３４の２－９】

社内管理規定の目的

保税地域の企業内におけ
る適正な貨物管理体制を
確保し、もって関税法その
他関係法令に規定する税
関手続の適正な履行を確
保する観点から、社内管理
規定を整備する。

４．社内管理規定（内部監査）
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自社の業務実態の把握

４．社内管理規定（内部監査）

業務実態
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業務処理に用いている
関係書類は？

（搬入時・搬出時等）

貨物管理は？

（ＮＡＣＣＳ、自社システ
ム、マニュアル）

業務処理体制は？
（一人一貫、シフト、
一部業務委託等）

業務の繁忙期は？
（時間、曜日等）

業務の作業手順は？

外国貨物の種類は？

（輸出・輸入・コンテナ・
混載・冷凍等）

関係する
保税業務は？



保税業務検査の着眼点

 社内管理責任体制の状況確認

 貨物管理手続等の確認
 搬入・搬出の管理状況
 蔵置管理状況

 貨物取扱等の状況
 記帳・記録等の保管状況
 その他（顧客管理等）

 貨物保全のための体制の確認
 税関への通報体制の確認
 教育訓練についての状況確認

 実施状況（毎年1回以上）
 実施対象者（役員・従業員及び委託先役員・従業員）

 評価・監査制度の実態及び実施状況確認

 実施状況（毎年1回以上）、結果報告（税関への報告）
 結果についての改善策等の確認

 その他留意事項の確認

 懲戒規定の確認
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４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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内部監査チェックリスト（例） 

保税地域コード  保税地域の名称  

保税地域の所在地   
監査者氏名 

 

監 査 年 月 日 平成○○年○○月○○日  

監査期間 平成○○年○○月○○日 ～ 平成○○年○○月○○日 

区分 監    査    項    目 判定 

貨物管理

手続体制

（搬出入

管理状

況） 

搬出入した貨物の実態と提出された書類の内容は一致しているか。  

搬出入した貨物の実態に即した適正な記帳が行われているか。  

搬出入の実態に即した適正な記帳を行うためにどのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか。 

 

 

（具体的措置の内容） 

 

 

搬出につき必要とされる許可・承認書等を確認しないで搬出した事例はないか。  

ＣＰと実際の搬出入手続とは一致しているか。  

ＣＰと実際の搬出入手続を一致させるためにどのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか。 

 

 

（具体的措置の内容） 

 

 

 

・許可・承認書等を確認せず、荷主からのオーダーや社内伝票のみ
で搬出した事例が多発しているので要注意！

・関係書類と貨物との対査確認
*必要な関係書類・見方を理解しているか？

・保税台帳への記帳、ＮＡＣＣＳ登録時期は
手順書に沿っているか？

・決められた担当者により業務が行われているか？
・責任者によるチェックはされているか？

・担当者へＣＰ内容と実務との差異がないかどうか確認する。
・差異が生じている場合、ＣＰの変更を含め実効性の高い手順を検討する。



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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区分 監    査    項    目 判定 

在庫管 

理状況 

帳簿上の在庫数量と実際の在庫数量が一致しているか。 

 
 

長期蔵置貨物について管理等が適正に行われているか。  

ＣＰと実際の在庫管理手続が一致しているか。  

 

ＣＰと実際の在庫管理手続を一致させるためにどのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか。 

 

 

（具体的措置の内容） 

 

 

 

・貨物在庫状況照会（ＩＷＳ）による在庫と現物が一致しているか？

・長期蔵置貨物の意味、手続き方法は理解されているか？

・決められた担当者により業務が行われているか？
・責任者によるチェックはされているか？

・棚卸の実施状況、結果の確認。
・担当者へＣＰ内容と実務との差異がないかどうか確認する。
・差異が生じている場合、ＣＰの変更を含め実効性の高い手順を検討する。



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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区分 監    査    項    目 判定 

蔵置管理 

体制等 

保税地域以外の場所に貨物が蔵置されていないか。 

 
 

 

 

貨物が適正に区分蔵置されているか。貨物のはい付、さし札等が的確に励行されているか。 

 

 

ＣＰと実際の蔵置管理手続が一致しているか。  

ＣＰと実際の蔵置管理手続を一致させるためにどのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか。 
 

（具体的措置等の内容） 

 

 

 

ＣＰに基づき外国貨物の亡失等を防止し、適正な保全を図るためにどのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか（施設面、人的側面それぞれの観点を総合して判断又は記載すること）。 

 

 

（具体的措置等の内容） 

 

 

 

 

・担当者が保税地域のエリアを認識しているか？
・保税地域のエリアが明確にわかる措置（表示・線引き）等がとられているか？

・輸出貨物と輸入貨物は区分して蔵置されているか？

・機械警備等、施設全体のセキュリティ対策の確認



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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区分 監    査    項    目 判定 

記帳管理 

状況 

 

 

帳簿に必要事項が記載されているか。 

 

 

 

輸入許可書等又はその写しが整理保存されているか。 

 

 

ＣＰと記帳手続が一致しているか。  

ＣＰと記帳手続を一致させるためにどのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか。 

 

 

（具体的措置等の内容） 

 

 

 

 

・関税法施行令第２９条の２に規定されている記帳項目が記載されているか？

≪ＮＡＣＣＳ民間管理資料による保税台帳の場合≫
・配信データーの取得漏れ防止策は？
・取得した配信データーを責任者が定期的に確認しているか？
・搬出・搬入登録等、ＮＡＣＣＳに的確に登録されているか？



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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区分 監    査    項    目 判定 

その他の

ＣＰの遵

守状況 

通報体制の履行状況は適正に行われているか。  

従業員（下請事業者を含む。）に対する社内研修は十分に実施されているか。 

またその結果は責任者に報告されているか。 

 

 

 

 

社内監査制度等を設け、適正に社内監査等が行なわれているか。 

またその結果は責任者に報告されているか。 

 

 

社内研修や、内部監査の結果を受け、どのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか。 
 

（具体的措置の内容） 

 

 

 

 

・税関等との連絡手順及び連絡体制の更新は適切に行わ
れているか？
・責任者不在時の対応マニュアルが整備されているか？

・部内研修の開催結果を記録として保存しているか？
・部外研修等への参加記録を残しているか？また、その内容が社内で共有されているか？
・関係法令等の改正に伴い、業務手順書は遅滞なく改定されているか？

・定例ミーティング等の機会を利用し、期を逸することなく周知徹底されているか？



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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区分 監    査    項    目 判定 

その他の

Ｃ Ｐ の遵

守状況 

 

 

貨物の入出庫・保管等について社内部門間の相互牽制・責任体制は十分か。 

 

指導・指摘事項が社内全般に波及し、遵守されているか。  

その他のＣＰ記載項目を遵守するためのどのような措置を講じているか。 

また、当該措置は効果的であるか。 
 

（具体的措置の内容） 

 

 

 

・通関担当と保税担当者間の連絡体制は？ 保税担当者と現場作業員との連絡体制は？
・社内システムへの入力者と保税担当者等との連絡体制は？ またチェック体制は？

・定例ミーティング等の機会を利用し、期を逸することなく周知徹底されているか？

連絡ミス等による誤搬出や誤記帳の発生が多発しています！
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区分 監    査    項    目 判定 

その他 

 

 

 

 

貨物の取扱い等が許可の内容どおり適正に行われているか。 

 

 

 

 

問題となる業務委託はないか。 

 

 

 

 

 

 

 

税関業務担当者が必要とする法令等の知識及び記帳能力は十分か。 

 

 

 

 

・外国貨物の取扱い等は、担当者自ら行うか、又は立ち会っているか？
・取扱いに際し貨物の異常を確認した場合、速やかに責任者・税関に報告しているか？

・貨物の受寄託契約が被許可者によって締結されているか？
・主要な従業者が委託業務についても実質的に関与し、その責任を全うできる体制にあるか？
・委託業務の範囲、責任等を明確に定めた委託契約を締結しているか？
・業務委託先の業務遂行能力、組織に問題がないか？

・各保税担当者等に役割に見合った知識を持たせるための研修を行っているか？
・関税六法、基本通達等必要な執務参考図書等が整備され有効に活用されているか？
・業務手順書が整備され、有効に活用されているか？
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項目 監 査 事 項 適 否

貨
物
の
搬
出
入

搬入貨物と搬入関係書類（保税運送承認書、ボートノート、送り状等）との対査・確認は適正に実施されているか。また、
搬入貨物に数量の過不足又は損傷があった場合は、その内容が搬入関係書類に注記されているか。

保税工場で使用する貨物（外貨のまま又は保税工場に搬入後輸入許可を受けて保税作業に使用する貨物並びにこれらと同
種の貨物で保税工場における内貨作業に使用するもの）以外の外国貨物が搬入されていないか。

搬出貨物と搬出関係書類（積戻許可書、輸入許可書、保税運送承認書、送り状等）との対査・確認は適正に実施されてい
るか。また、搬出にあたっては事前に税関職員の確認を受けているか。

保税工場外作業場における貨物の搬出入管理は適正に行われているか。

保税工場内部監査表（一般保税工場）（1/5）
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項目 監 査 事 項 適 否

貨
物
の
保
管

保税工場区域外に外国貨物である原料、製品、副産物、仕掛品、包装材等が蔵置されていないか。

外国貨物である原料及び製品等の区分蔵置（IM承認毎の区分、さし札、はい付）がなされているか。

外国貨物である原料及び製品等の帳簿上の在庫数量と実際の在庫数量は一致しているか。

蔵置期間（IM未承認では３か月又は３か月以内に保税作業に使用するまで、IM承認からは２年間で延長承認されていれば
延長期間を含む）を経過した原料、仕掛品、製品、副産物又は包装材料が外国貨物のまま蔵置されていないか。

保税工場内部監査表（一般保税工場）（2/5）
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項目 監 査 事 項 適 否

加
工
・
製
造

外国貨物の加工又は製造は適正な管理の下に行われているか。

外貨仕掛品の数量把握は適正に行われているか。

副
産
物
等

外国貨物である副産物、発生くず及び古包装材料は、区分して蔵置されているか。

外国貨物である副産物、発生くずは、さ細な副産物引取願を税関に提出（包括の場合は引取記帳）し、又は輸入許可若し
くは滅却承認を受けてから国内に引き取られているか。

外国貨物である古包装材料は、古包装材料の引取りに関する書面を税関に提出（包括の場合は引取記帳）し、又は輸入許
可若しくは滅却承認を受けてから国内に引き取られているか。

保税工場内部監査表（一般保税工場）（3/5）

・外国貨物の原料品から製造されたものについては基本的に全量外国貨物となります
たとえ屑であっても、他の外貨や内貨と区別して蔵置する必要があります
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項目 監 査 事 項 適 否

記
帳
管
理

外国貨物の搬入、使用、製造、搬出、許可承認に係る記帳（場外作業場への搬出入を含む）が速やかにかつ正確になされ
ているか。（保税作業終了届、移入承認書、使用内訳表を帳簿としている場合は、各書類に必要事項が正確に記帳されて
いるか。）

帳簿類は整理保存されているか。

教
育
訓
練

保税担当者（委託従業員を含む）に対する教育訓練は、定期的に実施されているか。

教育訓練の記録は保管されているか。

委
託

保税作業の委託従業員に対する管理・監督は適正に行われているか。

保税工場内部監査表（一般保税工場）（4/5）
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項目 監 査 事 項 適 否

通
報

異常があった場合の総合責任者、貨物管理責任者及び税関への報告・通報は適正に行われているか。

そ
の
他

貨物管理に関する社内管理規定（CP）と実際の手順に相違は無いか。

適正な貨物管理を実施するための相互牽制責任体制は十分か。記帳ミスを防ぐための措置（二重チェック等）は実施され
ているか。

外国貨物の亡失を防ぐ手段は講じられているか。

保税作業終了届は正確に作成し、作業単位毎に税関に提出されているか。
また、上記届出済みの貨物や副産物等についてその移動（搬出）の都度、裏面「貨物移動明細」欄による税関の確認を受
けているか。

保税工場内部監査表（一般保税工場）（5/5）

・保税作業が終了した場合、必ず税関へ作業終了届を提出し、確認を受ける必要があります
・積戻しや輸入の許可を受けた場合、裏面に税関職員による記入と確認が必要です
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保税工場内部監査表（指定保税工場、個別管理、内外貨物混合使用承認あり）（1/5）

項目 監 査 事 項 適 否

貨
物
の
搬
出
入

搬入貨物と搬入関係書類（保税運送承認書、ボートノート、送り状等）との対査・確認は適正に実施されているか。また、
搬入貨物に数量の過不足又は損傷があった場合は、その内容が搬入関係書類に注記されているか。

保税工場で使用する貨物（外貨のまま又は保税工場に搬入後輸入許可を受けて保税作業に使用する貨物並びにこれらと同
種の貨物で保税工場における内貨作業に使用するもの）以外の外国貨物が搬入されていないか。

搬出貨物と搬出関係書類（積戻許可書、輸入許可書、保税運送承認書、送り状等）との対査・確認は適正に実施されてい
るか。

保税工場外作業場における貨物の搬出入管理は適正に行われているか。
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保税工場内部監査表（指定保税工場、個別管理、内外貨物混合使用承認あり）（2/5）

項目 監 査 事 項 適 否

貨
物
の
保
管

保税工場区域外に外国貨物である原料、製品、副産物、仕掛品、包装材等が蔵置されていないか。

外国貨物である原料及び製品等の区分蔵置（IM承認毎の区分、さし札、はい付）がなされているか。

外国貨物である原料及び製品等の帳簿上の在庫数量と実際の在庫数量は一致しているか。

蔵置期間（IM未承認では３か月又は３か月以内に保税作業に使用するまで、IM承認からは２年間で延長承認されていれば
延長期間を含む）を経過した外国貨物（副産物、古包装材を含む）が蔵置されていないか。
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保税工場内部監査表（指定保税工場、個別管理、内外貨物混合使用承認あり）（3/5）

項目 監 査 事 項 適 否

加
工
・
製
造

外国貨物の加工又は製造は適正な管理の下に行われているか。

製造期間経過後、速やかに査定歩留により外貨製品（査定歩留が設定されている副産物を含む）出来高を正確に確定し、
区分蔵置しているか。

副
産
物
等

外国貨物である副産物、発生くず及び古包装材料は、区分して蔵置されているか。

外国貨物である副産物、発生くずは、さ細な副産物引取願を税関に提出（包括の場合は引取記帳）し、又は輸入許可若し
くは滅却承認を受けてから国内に引き取られているか。

外国貨物である古包装材料は、古包装材料の引取りに関する書面を税関に提出（包括の場合は引取記帳）し、又は輸入許
可若しくは滅却承認を受けてから国内に引き取られているか。

・内外貨混合使用承認を受けた同種の内貨原料と、品質や規格が相違しているものを
使用していないか？

・内外貨混合作業の場合、内貨製品と外貨製品を同時に製造していることになりますので
一定の期間経過後に税関査定歩留により外貨製品の出来高を確定していただきます
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保税工場内部監査表（指定保税工場、個別管理、内外貨物混合使用承認あり）（4/5）

項目 監 査 事 項 適 否

記
帳
管
理

外国貨物の搬入、使用、製造、搬出、許可承認に係る記帳（場外作業場への搬出入を含む）が速やかにかつ正確になされ
ているか。

帳簿類は整理保存されているか。

教
育
訓
練

保税担当者（委託従業員を含む）に対する教育訓練は、定期的に実施されているか。

教育訓練の記録は保管されているか。

委
託

保税作業の委託従業員に対する管理・監督は適正に行われているか。
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保税工場内部監査表（指定保税工場、個別管理、内外貨物混合使用承認あり）（5/5）

項目 監 査 事 項 適 否

通
報

異常があった場合の総合責任者、貨物管理責任者及び税関への報告・通報は適正に行われているか。

そ
の
他

貨物管理に関する社内管理規定（CP）と実際の手順に相違は無いか。

適正な貨物管理を実施するための相互牽制責任体制は十分か。記帳ミスを防ぐための措置（二重チェック等）は実施され
ているか。

外国貨物の亡失を防ぐ手段は講じられているか。

外国貨物加工製造等報告書は正確に作成し、税関に提出されているか。
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保税工場内部監査表（指定保税工場、総量管理、内外貨物混合使用承認あり）（1/5）

項目 監 査 事 項 適 否

貨
物
の
搬
出
入

搬入貨物と搬入関係書類（保税運送承認書、ボートノート、送り状等）との対査・確認は適正に実施されているか。また、
搬入貨物に数量の過不足又は損傷があった場合は、その内容が搬入関係書類に注記されているか。

保税工場で使用する貨物（外貨のまま又は保税工場に搬入後輸入許可を受けて保税作業に使用する貨物並びにこれらと同
種の貨物で保税工場における内貨作業に使用するもの）以外の外国貨物が搬入されていないか。

搬出貨物と搬出関係書類（積戻許可書、輸入許可書、保税運送承認書、送り状等）との対査・確認は適正に実施されてい
るか。

保税工場外作業場における貨物の搬出入管理は適正に行われているか。
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保税工場内部監査表（指定保税工場、総量管理、内外貨物混合使用承認あり）（2/5）

項目 監 査 事 項 適 否

貨
物
の
保
管

保税工場区域内にあるIM承認済み外国貨物（原料、仕掛品及び製品）の実残高と、保税工場区域内にある同種の内国貨物
（原料、仕掛品及び製品）の実残高との合計数量は、保税台帳上の外貨原料残高以上あるか。

IM未承認のまま３か月を超えて蔵置されている外国貨物はないか。
原料台帳（使用内訳表）における外貨原料在庫は、IM承認から２年を経過していないか。

保税工場区域外に外国貨物である包装材が蔵置されていないか。

外国貨物である古包装材料は、古包装材料の引取りに関する書面を税関に提出（包括の場合は引取記帳）し、又は輸入許
可若しくは滅却承認を受けてから国内に引き取られているか。

総量管理は工場内の外貨原料品の残高のみで管理を行います。原料品在庫はもとより、
行程中、出荷前の製品に含まれる外貨原料品と同種内貨原料品の総量が保税台帳上
の外貨残高を常に上回っている必要があります。マイナスの場合は直ちに税関へ連絡を
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保税工場内部監査表（指定保税工場、総量管理、内外貨物混合使用承認あり）（3/5）

項目 監 査 事 項 適 否

加
工
・
製
造

外国貨物の加工又は製造は適正な管理の下に行われているか。

外貨仕掛品の数量把握は適正に行われているか。

記
帳
管
理

外国貨物の搬入、搬出、許可承認に係る記帳が速やかにかつ正確になされているか。

外貨製品特定時（積戻し申告時、輸入申告時、保税運送申告時、包括保税運送の場合は発送確認時）に、査定歩留により
外貨原料引落し数量を算出し、保税台帳で速やかかつ正確に引落しているか。

帳簿類は整理保存されているか。
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保税工場内部監査表（指定保税工場、総量管理、内外貨物混合使用承認あり）（4/5）

項目 監 査 事 項 適 否

教
育
訓
練

保税担当者（委託従業員を含む）に対する教育訓練は、定期的に実施されているか。

教育訓練の記録は保管されているか。

委
託

保税作業の委託従業員に対する管理・監督は適正に行われているか。

通
報

異常があった場合の総合責任者、貨物管理責任者及び税関への報告・通報は適正に行われているか。
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保税工場内部監査表（指定保税工場、総量管理、内外貨物混合使用承認あり）（5/5）

項目 監 査 事 項 適 否

そ
の
他

貨物管理に関する社内管理規定（CP）と実際の手順に相違は無いか。

適正な貨物管理を実施するための相互牽制責任体制は十分か。記帳ミスを防ぐための措置（二重チェック等）は実施され
ているか。

外国貨物の亡失を防ぐ手段は講じられているか。

「貨物の総量管理の適用を受けた指定保税工場における外国貨物加工製造等報告書」は正確に作成し、税関に提出されて
いるか。
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飼料製造工場内部監査表（第１種承認工場）（1/5）

項目 監 査 事 項 適 否

貨
物
の
搬
出
入

免税原料品は、輸入手続をした保税地域から、直接、承認工場に搬入されているか。

輸入許可前に免税対象原料品を使用していないか。

免税原料品が輸入許可の日から１年以内に（脱脂粉乳及びホエイについては、輸入許可の日から２年以内に）用途外使用
等承認を受けることなく用途外の用に供され、又は用途外の用に供するために譲渡されていないか。

免税原料品を他工場で飼料を製造するために譲渡する場合は、あらかじめ「製造用原料品等の譲渡届」（脱脂粉乳、ホエ
イについては「用途外使用に該当しない用途の使用届」）を税関に提出しているか。

免税原料品を使用したばら製品の搬出数量は、出荷時にホッパースケールで計量した数量又は出門時にトラックスケール
で計量した数量であるか。 この場合において計量器の検定公差は、千分の一以下か。

免税原料品を使用した製品の搬出に当たっては、日計表を作成（ばら製品については、日計表のほかに看貫表を作成）し
ているか。
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項目 監 査 事 項 適 否

保
管

免税原料品、仕掛品及び製品は、承認区域内に蔵置されているか。

免税原料品及び製品の帳簿上の在庫数量と実際の在庫数量は一致しているか。

棚
卸

原料品、仕掛品及び製品の棚卸は、毎月実施されているか。

免税原料品の月間の使用数量は、棚卸方式（免税原料品及び仕掛品（製品計上されていない全てのもの）の毎月のタンク
検尺等に基づく使用数量算出方式）により確定しているか。

飼料製造工場内部監査表（第１種承認工場）（2/5）

棚卸の実施結果の確認。特にタンクサイロごとの検尺数値及び同数値から算出される残
高の算出過程及び数値の確認を行ってください。

税関へ報告する製造終了届の製造歩留の数値調整を行うため、実際の検尺値を報告書
作成担当が都合の良いように修正していた事案が多数確認されています。検尺担当と報
告書作成担当双方に手順を確認することが重要です。



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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項目 監 査 事 項 適 否

加
工
・
製
造

製造は適正な管理の下に行われているか。

免税原料品（脱脂粉乳及びホエイを除く）から関税定率法施行規則別表の規格を備えた飼料を、輸入許可の日から１年以
内に加工・製造しているか。

免税原料品と同種の製造用原料品（同種の課税済原料品又は国産原料品）を混用使用する場合は、あらかじめ税関の承認
を受けているか。

破袋、返品の処理は適正に行われているか。再生処理又は原料品として再投入した場合は、製造届明細票に実績を記載し
ているか。

製造歩留は合理的な範囲内にあるか。

飼料製造工場内部監査表（第１種承認工場）（3/5）

免税原料品と同種の原料品を混用しようとする場合、それぞれの使用数量確定方法、ま
た配合割合表の内容(配合コードを別々にしているか)等を事前に税関に説明済みか、棚
卸計算への支障の有無を確認してください

税関では各飼料工場ごとに取締の指標となる標準歩留(未公表)を設定しています。製造
終了届の製造歩留が標準歩留を下回った場合は税関が確認を行う場合もあります。



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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項目 監 査 事 項 適 否

記
帳
管
理

免税原料品が輸入許可された後、速やかに輸入許可書を取り寄せ原料台帳を作成しているか。

免税原料の輸入許可、搬入、譲渡、使用（払出し）、製造、搬出（出荷）に係る記帳が速やかにかつ正確になされている
か。

帳簿類は整理保存されているか。

教
育
訓
練

担当者（委託従業員を含む）に対する教育訓練は、定期的に実施されているか。

教育訓練の記録は保管されているか。

飼料製造工場内部監査表（第１種承認工場）（4/5）



４．社内管理規定（内部監査チェックリスト）
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項目 監 査 事 項 適 否

委
託

委託従業員に対する管理・監督は適正に行われているか。

通
報

異常があった場合の総合責任者、貨物管理責任者及び税関への報告・通報は適正に行われているか。

そ
の
他

貨物管理に関する社内管理規定（ＣＰ）と実際の手順に相違は無いか。

適正な貨物管理を実施するための相互牽制責任体制は十分か。記帳ミスを防ぐための措置（二重チェック等）は実施され
ているか。

「飼料製造用原料品による製造終了届」（脱脂粉乳及びホエイを含む）は正確に作成し、税関に提出されているか。

製造工場承認書に記載されている承認条件を厳守しているか。

飼料製造工場内部監査表（第１種承認工場）（5/5）



★ＯＬＴ到着日と搬入日の相違
★見本持出許可書の持出し期間と実際の搬出日が相違
★改装仕分けによる数量変更の記載漏れ
★搬出入印の漏れ
★休暇中の担当者印で処理 等

★作業手順書に記載されている書類によって処理しているか
★作業手順書どおり押印等の処理が行われているか 等

台帳と関係書類の整合性

作業手順書との整合性

４．社内管理規定（内部監査）

保税台帳と関係書類の確認
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Ｑ．外国貨物の搬入の際に関係書類と対査確認していますか？

⇒Ａ. はい、必ず対査確認を行っています。

Ｑ．外国貨物の搬入の際にどのような作業を行っていますか？

⇒Ａ. 到着した外国貨物がＯＬＴ写し及び入庫予定票に記載
されている内容と一致しているか確認して、その結果を
入庫予定票に記入したものを記帳担当者へ渡しています。

・担当者が「はい」、「いいえ」で回答できる質問形式は好ましくない。
・一般的な回答では、十分なヒアリングとはならない。

４．社内管理規定（内部監査）

担当者へのヒアリング
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Ｑ．外国貨物の搬入の際にどのような作業を行っていますか？
⇒Ａ. 到着した外国貨物がＯＬＴ写し及び入庫予定票に記載され

ている内容と一致しているか確認して、その結果を入庫予定票
に記入したものを記帳担当者へ渡しています

Ｑ．具体的に何を対査確認していますか？
⇒Ａ. 貨物の品名、数量、記号、番号を確認しています。

Ｑ．その確認方法は？
⇒Ａ. 数量は、到着貨物を数え、それ以外は全てＯＬＴと入庫予定

票に記載されているので、貨物の外装マークで確認しています。

担当者へのヒアリングによって業務処理の適正さや業務の習熟度を確認する。

４．社内管理規定（内部監査）

担当者へのヒアリング
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◆内部監査結果で毎回同じ指摘事項
◆前回の指摘事項は改善したが、関係する違う箇所で誤りが発生
⇒ ・指摘事項があった場合の改善に向けた社内体制を整備

・十分な原因究明や改善策の検討
・指摘事項以外の業務も見直し
・改善策実施後の検証

◆内部監査判定項目に「○」、「×」が付されているのみで、
何に基づいての判定か不明

◆処理実績のない業務に関係する内部監査項目に判定
◆監査実施項目が少ない
◆総評や指摘事項の記載内容が曖昧

指摘事項についての適切な改善

内部監査結果報告書の作成（良くない報告書の例）

４．社内管理規定（内部監査）

内部監査の留意点
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◆業務の輻輳、通関業者等からの催促
・作業手順の一部を省略し処理
・業務処理中に他の業務に着手

◆業務処理方法の形骸化
・対査確認において確認項目を省略
・形式的な二重チェック

内部監査

日頃の防止策

・業務の繁忙期に処理された書類を重点
的にチェック
・担当者等へのヒアリングを工夫
・現場での処理状況を確認

・繁忙期の処理状況をチェック
・繁忙期の業務処理体制や手順を工夫
・始業ミーティング等で繰り返し注意喚起
・作業現場に処理手順ポイントを掲示
・社内研修を工夫

４．社内管理規定（内部監査）

最近の非違の主な原因
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対

策



期間を指定して外国貨物又は輸
出しようとする貨物を保税蔵置場
に入れることを停止させ、

又は保税蔵置場の許可を取り消
すことができる。

《具体的基準》
関税法基本通達４８－１
(保税蔵置場に対する処分の基準等)

（第１号）

許可を受けた者（その者が法人
である場合においては、その役
員を含む。）又はその代理人、
支配人その他の従業者が保税
蔵置場の業務についてこの法
律の規定に違反したとき。

（第２号）

許可を受けた者について第四
十三条第二号から第十号まで
（許可の要件）のいずれかに該
当することとなったとき。

【関税法第48条第１項】

５．保税蔵置場に対する処分 （関税法第48条）

48



（保税蔵置場の業務について関税法に違反した場合）

５．保税蔵置場に対する処分(関税法第４８条第１項第１号に基づく処分)
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基礎点数 減算点数 合計点数加算点数

別表1（非違の態様）

１．許可・承認等 ３点

別表２（加算要件）

① 関与者

② 処分実績（過去３年）

③ 非違実績（過去３年）

減算要件（できる）

（基礎点数１０件まで毎に） 申し出 １/２

再発防止策

１０点限度

最後の非違から

別表１算出点数

× 1.5＋10点

× 2 ＋10点

× 1 ＋10点

× 0.5＋10点

B 1年超2年以内

C 2年超3年以内

７点

５点

非違が故意
（関税ほ脱、隠ぺい目的等）

加算要素

２０点
（４０点）

A 1年以内 １０点

通知日以降

A 処分末日まで

B 1年以内

C 1年超2年以内

D 2年超3年以内

＋ － ＝

＋

２．届出・報告等・記帳 ２点

(基礎点数の上限は６０点)

１１点以上
１０点を超える１点につき
１日の「搬入停止」

６０点以上

１００点以上

税関長が許可の取消しもや
むを得ないと判断した場合
は「許可取消し」

原則「許可取消し」

B 代理人、支配人、
主要従業者 １０点

A 被許可者（役員） ３０点
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基礎点数＝４０点
別表１の２．→ ２点（１０件以下）

＋（（２００件－１０件）÷１０）×２点=４０点

３０点
→２０日間の
搬入停止処分

１２点
→ ２日間の
搬入停止処分

基礎点数＝２点
別表１の２．→ ２点

＜具体例＞
保税運送貨物２００件分の搬入を未記帳

基礎
点数

加算
点数

減算
点数

減算
点数

（９ヶ月後）

保税運送貨物１件分の搬入を未記帳

処分
結果

保税検査等 申し出 保税検査等又は申し出

４０－４０/２＝２０

２０－１０＝１０４０－１０＝３０

加算点数なし加算点数なし

減算点数なし

減算点数なし

減算点数なし

別表２、③、Ａ→＋１０

１０点
→処分なし

５．保税蔵置場に対する処分(関税法第４８条第１項第１号に基づく処分)

改善策

申し出

過去と
同様の
非違



違反点数 減算点数 合計点数加算点数

別表３

被許可者

違反点数

関税法の罰条 役員等

１０８条の４

１０９条

１０９条の２

（１項～４項）

１１６条

１１７条

６０点１１０点

処罰の根拠となっ
た罰条の点数

１１０条

１１１条

（１項～３項）

１１２条１項

１２０点 ７０点

１１点以上
１０点を超える１点につき
１日の「搬入停止」

６０点以上

１００点以上

税関長が許可の取消しも
やむを得ないと判断した場
合は「許可取消し」

原則「許可取消し」

減算要件（できる）

申し出 １/２

再発防止策

１０点限度

別表２（加算要件）

＋ － ＝

～

（被許可者等が関税法の規定に違反して刑に処せられ又は通告処分を受けた場合）

５．保税蔵置場に対する処分(関税法第４８条第１項第２号に基づく処分)
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② 処分実績（過去３年）

別表１算出点数

× 1.5＋10点

× 2 ＋10点

× 1 ＋10点

× 0.5＋10点

通知日以降

A 処分末日まで

B 1年以内

C 1年超2年以内

D 2年超3年以内



具体的事例

関税法第４３条第２号又は第６号に該当することとなった場合

（被許可者、役員、代理人、支配人等が関税法の規定に違反し通告処分を
履行した。）

② 管内で複数の保税蔵置場を運営するＡ社社長は、
自己観賞目的でインターネット取引を通じ、米国ハワイ州から国際航
空郵便物を利用して 「わいせつＤＶＤ」を不正に輸入したが発見され、
税関長から通告処分を受け、同処分を履行した。

【非違事例】

① 保税蔵置場と通関業を運営するＡ社の通関担当者は、輸出申告に当たり
偽った書類の提出により貨物を輸出したとして税関長から通告処分を受けたが、
このことに伴いA社も両罰規定で通告処分を受け、同処分を履行した。

(平成１７年度改正)

処分の対象は、被許可者が許可を受けている全ての保税蔵置場

５．保税蔵置場に対する処分(関税法第４８条第1項第2号に基づく処分)
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管轄保税部門
へ一報

事故調査（経緯、原因）
該当貨物の事後処理

対策の決定・
実行

検証

※ 必要に応じて臨時の内部監査を実施

経過報告書は、次の事項について作成する。

①対象貨物の明細

品名、数量、記号、番号等必要事項

②経緯

事故（非違）の対象となる貨物の管理、処理状況の詳細（可能な限り時系列で）

（特に、事故を引き起こした部分は、その前後も含めて詳細に記述）

③原因（通常の処理手順についての説明も追記する場合もある）

例えば、「担当者が作業手順に定められている処理を怠ったため」では不十分

担当者の習熟度？業務の形骸化？等によって、効果的な対策も異なる。

④当面の対策

再発を防止するための緊急的な対策を記入

事故に対する最終的な対策は、原因に基づいて、社内で十分に検討した上で決定する。
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【参考】事故（非違）が判明した場合の社内措置



保税制度は、輸入許可を受ける前の貨物（外国貨物）について、
「保税地域」とよばれる税関の許可を受けた倉庫や工場、博物館等で、
保管、加工、展示等を可能とする制度です。

保税地域の許可を受け、保税制度を活用することで、関税等の税金
を留保したまま、これらの行為ができるようになるため、商取引上大
きなメリットが得られます！

海外

関税等を留保したま
ま、

保管、加工、展示等
が可能

国内

海外

保税地域

関税等を納付し国内へ引き取り（輸
入）

関税等を納付せず、再度海外へ輸送

輸入許可前の貨物
（外国貨物）

保税制度とは

「保税制度」を活用してみませんか？

保税地域の種類と機能

外国貨物の積卸・保管等が可能
(例：倉庫、上屋)

外国貨物の加工・製造等が可能
(例：造船所、製油所)

外国貨物の展示・使用等が可能
(例：博覧会、博物館)

※上記の他、外国貨物の一時蔵置等が可能な「指定保税地域」や、保税蔵置場・保税工場・保税展示場
の総合的機能を有する「総合保税地域」がある。

保税蔵置場 保税工場 保税展示場

名古屋税関

出典：香川
県HP
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国際的なオークション・アートフェア等の開催例１

保税展示場でのアートフェア
（東京国際フォーラム）

保税制度の様々な活用方法

他にもこんな活用方法が考えられます！

 保税展示場でのファッションショーの開催
 保税蔵置場での海外のプレミア品の鑑定
 保税工場で海外からの中古製品を修理し、海外向けに販売
 自治体等によるポートセールスへの活用

• 海外からの美術品について、再度海外に輸送
する場合は関税等の納付が不要であるメリッ
トを活かし、オークション・アートフェア等を開催。

• 美術品以外にも、様々な物品・イベントでの
活用が可能！

インバウンド等に対応した保税売店（免税店）の設
置
例２

空港型免税店
（那覇空港）

• 空港の出国エリアや外航クルーズターミナル等
において、出国者向けに物品を販売する保税
売店（免税店）を設置。

• 市中における店舗の設置や、入国者向けの
店舗の設置も可能！

内陸部における物流拠点（インランド・デポ）の設置例３

• 製造拠点近傍での外国貨物の取扱いや手
続の実施によるリードタイムの短縮を図るため、
内陸部における物流拠点（インランド・デポ）
を設置。

• 内陸部で製造・生産された貨物の輸出をはじ
め、様々な事業者のニーズに対応！

内陸部の保税蔵置場
（長野県内）

• 保税制度の詳細や保税地域の許可の概要について
は、税関ホームページをご覧下さい。
https://www.customs.go.jp/hozei/index.htm

• 詳しくは、名古屋税関監視部保税総括許可部門
（TEL052-654-4092)までお問い合わせ下さい。 55



役員や主要従業者の変更・許可面積の変更・工事の届出等、保
税地域の許可内容の変更手続きの際、お手数ですが来庁前に電
話連絡いただきますようお願いいたします。

窓口での待ち時間の短縮と手続きによっては代替手段により来
庁せずに済むものもあります。また、工事届の必要性の有無につ
いても判断できますので、皆様の事務の効率化にもつながります。

該当する保税地域の方は社内で共有をお願いします

連絡先 監視部保税総括許可部門

電話 052-654-4092

本関地区〈西部・南部出張所管内を除く〉の保税地域の皆
様への保税総括許可部門からのお願い
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